
人 口 減 少 、 単 身 世 帯 の 増 加 、 繋 が り の 希 薄 化
等

２ ０ ４ ０ 年 に 向 け て 全 て の 市 町 村 が 包 括 的 な
支 援 体 制 の 整 備 に 取 り 組 む こ と が 望 ま れ て い

ま す 。

日時：令和７年 8月 2 6日（火）

1 3： 3 0～ 1 5： 3 0

場所：ビッグパレットふくしま

3階小会議室

講師：厚生労働省社会・援護局

地域福祉課

費用：無料

申込：
H T T P S : / / F U K U S H I M A . U B I N A V I -
P L U S . C O M / Y B / P A G E / Y B S U R V E Y . P H P ?
H I D R E P O R T L I S T = R P T 0 0 0 0 6 8 4

二次元コードから申込ください

定 員 ： 7 0名 （ 定 員 に 達 し 次 第 締 切 ）

締 切 ： 令 和 7年 8月 1 8日 （ 月 ）

問 合 せ ： 福 島 県 社 会 福 祉 課

0 2 4 - 5 2 1 - 7 3 2 3

令和７年度地域共生社会

推進ワークショップ
「いまさら聞けない

包括的な支援体制」
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令和７年度地域共生社会推進ワークショップ 

「いまさら聞けない包括的な支援体制」開催のご案内 

１ 目的 

地域住民が抱える課題が複雑化・複合化する中、人々が住み慣れた地域で自分らしく暮

らしていけるよう、「県民一人ひとりがともにつながり支え合って、いきいき暮らせる地域

共生社会の実現」を目指すため、本ワークショップでは、包括的な支援体制にあたって実施

すべきプロセス等を検討します。 

２ 主催 

福島県 

３ 開催方法 

集合開催(定員７０名) 

４ 日時・場所  

令和７年８月２６日（火）１３：３０～１５：３０ 

ビッグパレットふくしま 3階小会議室２・３（郡山市南二丁目 52番地） 

５ 対象  

県、市町村、県・市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、民生委員・児童委員、病

院関係者、NPO法人、団体、企業、地域福祉に関わる方 

６ 内容  

（１） 行政説明「地域福祉計画について」(１０分) 

（２） 講義：「いまさら聞けない包括的な支援体制って？？(仮)」（５0分） 

講師：厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 野川 すみれ氏 

７ 参加費  

   無料 

８ 参加申込み 

以下の福島県簡易申請システムゆびなびプラスからお申込みください。後日、参加受付

のメールを送付いたしますが、メールアドレスに誤りがあった場合には、参加受付できま

せんのでご了承ください。 

（URLもしくは二次元コードからアクセスしてください。）    

URL: 

https://Fukushima.ubinavi-plus.com/yb/page/ybSurvey.php?hidReportList=RPT0000684 

 

申込締切  令和７年８月１８日（月）１７時まで 

https://fukushima.ubinavi-plus.com/yb/page/ybSurvey.php?hidReportList=RPT0000684


 

9 その他 

（１） 定員に達し次第、申込を締切ます。 

（２） 研修後はアンケートの回答に御協力をお願いいたします。 

   (３)ワークショップ当日は、撮影業者が入りますのでご承知おき下さい。 

 

１0 問合せ先 

福島県保健福祉部 社会福祉課 担当：渡部 

〒960-8６７０ 福島市杉妻町２番１６号（西庁舎７階） 

TEL：０２４－５２１－７３２３ 

FAX：０２４－５２１－７９１７ 

Ｅ-Mail：shakaifukushi@pref.fukushima.lg.jp 

 


	スライド 1: 人口減少、単身世帯の増加、繋がりの希薄化等  ２０４０年に向けて全ての市町村が包括的な支援体制の整備に取り組むことが望まれています。

